
医療機関における医師の労働時間
の短縮に向けた取組について

第１６回 医師の働き方改革に関する検討会 参考
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（平成２９年３月現在 全都道府県においてセンター設置済み）

医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため、改正医療法（平成26年10月1日施行）に基づき、

医療機関がPDCAサイクルを活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み（勤務環境改善マネジ

メントシステム）を創設。医療機関の自主的な取組を支援するガイドラインを国で策定。

医療機関のニーズに応じた総合的・専門的な支援を行う体制（医療勤務環境改善支援センター）を各都道府県で

整備。センターの運営には「地域医療介護総合確保基金」を活用。

医療従事者の勤務環境改善に向けた各医療機関の取組（現状分析、改善計画の策定等）を促進。

勤務環境改善に取り組む医療機関

取組の実施

更なる改善

定期的な評価

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

Plan

Do

Check

Act

勤務環境改善マネジメントシステム

院内で、院長、
各部門責任者
やスタッフが
集まり協議

計画策定

ガイドラインを参考に
改善計画を策定

現状の分析

医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針（厚労省告示）
勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き（厚労省研究班）

「医療従事者の働き方・休み方の改善」の取組例
多職種の役割分担・連携、チーム医療の推進
医師事務作業補助者や看護補助者の配置
勤務シフトの工夫、休暇取得の促進 など

「働きやすさ確保のための環境整備」の取組例
院内保育所・休憩スペース等の整備
短時間正職員制度の導入
子育て中・介護中の者に対する残業の免除
暴力・ハラスメントへの組織的対応
医療スタッフのキャリア形成の支援 など

マネジメントシステムの普及（研修会等）・導入支援、
勤務環境改善に関する相談対応、情報提供等

医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）と
医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント等）が
連携して医療機関を支援
センターの運営協議会等を通じ、地域の関係機関・団体
（都道府県、都道府県労働局、医師会、歯科医師会、
薬剤師会、看護協会、病院団体、社会保険労務士会、医業
経営コンサルタント協会等）が連携して医療機関を支援

課題の抽出

改善計画の策定

医療従事者の勤務環境改善の促進
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地域における医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度（医療機器に係る特別償却の拡充・見直し）
（所得税、法人税）

１．大綱の概要

２．制度の内容

①医師及び医療従事者の働き方改革の推進【拡充】

○「医師は全業種の中で最も長時間労働の実態にある」ことに対応し、地域における安全で質の高い医療を提供するため、医師・医

療従事者の勤務時間短縮に資する一定の設備について、特別償却をできることとする。

【対象設備】医療機関が、都道府県に設置された医療勤務環境改善支援センターの助言の下に作成した医師勤務時間短縮計画に基づき取得した器具・備品

（医療用機器を含む）、ソフトウェアのうち一定の規模（30万円以上）のもの

【特別償却割合】取得価格の15％

②地域医療構想の実現のための病床再編等の促進【拡充】

○地域医療構想の実現のため、民間病院等が地域医療構想調整会議において合意された具体的対応方針に基づき病床の再編等を行っ

た場合に取得する建物等について、特別償却をできることとする。

【対象設備】病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）をした病院用等の建物及びその附属設備

（既存の建物を廃止し新たに建設する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様替）の場合）

【特別償却割合】取得価格の８％

③医療用機器の効率的な配置の促進【延長】

○医療用機器の特別償却について、配置の効率化又は共同利用を特に図る必要がある特定の医療用機器（CT、MRI）の配置効率化

等を促す仕組みを講じた上で、期限を２年延長する。

【特別償却割合】取得価格の12％

長時間労働の実態が指摘される医師の勤務時間短縮のため必要な器具及び備品、ソフトウェア、また地域医療提

供体制の確保のため地域医療構想で合意された病床の再編等の建物及びその附属設備、さらに共同利用の推進など

効率的な配置の促進に向けた高額医療機器の３点において、特別償却制度の拡充・見直しを行う。
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タスク・シフティング等勤務環境改善推進事業

【課題】

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえ、「医師の働き方改革に関する検
討会」において、平成31年3月までに結論を得るべく医師の労働時間短縮・勤務環境改善策等について議論されて
いる。同検討会の「中間的な論点整理」（平成30年2月27日）において、医師の実施している業務の中には他職種へ
のタスク・シフティング（業務の移管）が可能な業務も一定程度あるといった意見を始め、医師事務作業補助者等事
務職へのタスク・シフティング、看護職員へのタスク・シフティング、薬剤師による病棟での服薬指導等の推進などが
必要であるとされている。

（事業内容）

・タスク・シフティングなどの勤務環境改善の先進的取組を行う医療機関に必要経費を補助するとともに、当該取組の効果・課題につ
いて検証・評価し、周知することにより先進的取組の普及を図る。

・医療関係団体が、医療機関向けの会議開催や好事例の普及等を通じて、医師等の勤務環境改善に資する取り組みを行う場合の必
要な経費に対する支援を実施。

医療関係団体による
勤務環境改善の取
組支援

会議開催等を通じた好
事例の普及等医師の勤
務環境改善に資する取
組に係る経費への補助

好事例の普及・ＩＣＴやタブレット等を
活用した勤務環境改善

・医師事務作業補助者養成経費（外部講師招へい
や外部研修費用）

・医療機関における医師・看護師業務の補助者導
入経費（診療報酬加算が算定できない場合に限る）

個別医療機関における勤務環境改善に係る先進的取組

・個別医療機関で
勤務体系等を改
定する具体的内
容検討や事務作
業などを外部専
門家に委託等し
た場合の費用

医師の実施している業務を他の職種へ移管することや、当直明けの勤務負担の緩和、勤務間イ
ンターバル制度等の導入などの勤務環境改善に取り組んでいる医療機関に対し、以下のように
追加的費用のかかる取組を実施している場合の財政的支援及び当該取組の周知

平成３１年度予算案
３８５，４１９千円（０千円）
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医療機関の勤務環境マネジメント向上支援事業

【課題】

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえ、「医師の働き方改革に関する検
討会」において、平成31年3月までに結論を得るべく医師の労働時間短縮・勤務環境改善策等について議論されて
いる。同検討会の「中間的な論点整理」（平成30年2月27日）において、改革の必要性は認識しているがどのように
取り組めばいいかわからない医療機関、改革の必要性をまだ認識していない医療機関もあることから、法人形態の
特徴にも留意しつつ、これらの違いに応じた異なるアプローチによる医療機関側の意識改革や労務管理等に関する
具体的なマネジメント改革の進め方が必要であるとされている。

（事業内容）
・医師の働き方改革に向けた地域リーダー育成のためのトップマネジメント研修や都道府県単位の病院長向け研修を実施。

トップマネジメント研修（仮称）

各都道府県における研修

各医療機関での実践

全ての都道府県から推薦された病
院長に対し、意識改革や勤務環境・
処遇などの労務管理に関するマネ
ジメントに係る研修

トップマネジメント研修を受講した
病院長を含めた有識者が講義

※保健医療科学
院において実施

各都道府県における研修を受
講した病院長が院内の勤務環
境改善策を検討・実施

※医療関係団体
等に業務委託

平成３１年度予算案
４８，１５１千円（０千円）
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医療従事者の働き方改革支援資金の創設（新規）
平成３１年度財政投融資資金計画予算案

3,168億円の内数（０億円）

○ 医療貸付事業については、病院、介護老人保健施設、介護医療院及び診療所等を開設する個人又は医療法
人等に対し、病院等の設置・整備又は経営に必要な資金の貸付けを行い、社会福祉の増進並びに医療の普及
及び向上を図ることを目的としている。

（資金種類）
・長期運転資金

（融資条件）
・勤務環境改善にかかる費用について具体的な金額を盛り込んだ事業計画書を提出すること
・貸付限度額：病院５億円、診療所３億円
（既存の長期運転資金と併用する場合であっても上記を合計額の上限とする）
・償還期間：１０年以内（据置期間４年以内）
・利率：予定されている貸付利率は平成３０年１２月１２日現在を基準とした場合０．５１％

○ 長期運転資金関連の既存の融資メニューとしては以下のものがこれまでに設定されている（一例）。
・病院等に係る経営安定化資金（一時的な特殊要因等により生じた資金不足を解消するために必要な資金繰り資金等
貸付限度額：病院1億円、診療所4,000万円、平成３０年１２月１２日現在の貸付利率は０．８１％）

・地域医療構想支援資金（地域医療構想達成に向けた取組を実施する医療機関として都道府県が位置付けた病院等で
あって、
資金繰りの負担や収益構造の変化に適切に対応し、引き続き安定的な事業運営を行うために必要な資金
貸付限度額：病院5億円、診療所3億円、平成３０年１２月１２日現在の貸付利率は１．０１％ ）

独立行政法人福祉医療機構
厚生労働省の政策目的
に沿った低利融資

【医療従事者の働き方改革支援資金の概要】

【現行の福祉医療機構（医療貸付事業）による融資について】
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特定行為研修制度のパッケージ化によるチーム医療の推進について（イメージ）
特定行為研修制度は、特定行為区分を組み合わせて受講する仕組みとなっており、手術前後の病棟管
理業務や術前・術中・術後管理など一連の業務を担うための研修を広く行うには不十分であるため、頻度
の高い特定行為及び特定行為研修をパッケージ化した。
外科術後管理領域 術中麻酔管理領域 在宅・慢性期領域

患者に対するきめ細やかなケアによる医療の質の向上、医療従事者の長時間労働の削減等の効果が見込まれる。

在宅・慢性期領域において、療養が長期に
わたる、もしくは最期まで自宅または施設等
で療養する患者に柔軟な対応が可能に。

手術

呼吸管理（気道管理含む）

循環動態・疼痛・栄養・代謝管理

疼痛管理

ドレーン管理・抜去

感染管理

CV抜去・PICC挿入

創部管理（洗浄・抜糸・抜鈎）

麻酔に係る術前評価

気道確保

全身麻酔の補助

ライン確保

術中の麻酔・呼吸・
循環管理

麻酔の覚醒
術後の呼吸・循環・疼痛管理

術
前

術
中

術
後

気管カニューレ
の交換

胃ろうカテーテル
若しくは腸ろうカ
テーテル

又は胃ろうボタン
の交換

褥瘡又は慢性
創傷の治療にお

ける
血流のない壊死
組織の除去

脱水症状に
対する輸液
による補正

外科の術後管理や術前から術後にかけた麻酔管理において、頻繁に行われる一
連の医行為を、いわゆる包括的指示により担うことが可能な看護師を特定行為研
修のパッケージを活用して養成することで、看護の質向上及びチーム医療を推進。
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地域ごとに、2025年時点での

病床の必要量を『見える化』

地域の議論の活性化に向けた方策

2018年度地域医療介護
総合確保基金 （934億円）

「地域医療構想」の実現に向けた一層の取組
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未開始 議論継続中 合意済み（議論終了）

慢性期から介護施設、在宅医療等への移行

2017年10月の病床機能報告では、慢性期病棟から1.8万床
が介護施設等へ転換予定と報告。

2018年９月末までに4.6千床が介護医療院に転換済み

転換支援策により、着実に推進

足下の病床機能
（2017年７月現在）

2025年の
病床必要量

計119.1万床計131.9万床

2018年10月病床機能報告に定量的基準
を導入

2018年10月からの病床機能報告において
診療実績に着目した報告がなされるよう
定量的基準を明確化し、実績のない高度
急性期・急性期病棟を適正化

手術、重症患者に対
する治療等の実績が
全くない病棟

3.6万床

具体的対応方針の議論の状況

H30年３月末 ９月末2018年３月末から９月末までに合意
済みの公立・公的医療機関等の病床数が
3.1万床から23.6万床（約半数）まで増加
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2019年度2018年度

構想策定完了

機能分化連携のイメージ（奈良県南和構想区域）

医療機能が低下している３つの救急病院を１つの救急病院（急性期）
と２つの回復期／慢性期病院に再編し、ダウンサイジング

機能再編
+

ダウン
サイジング

急性期275床

急性期199床

急性期98床

急性期232床

回復期／慢性期90床

回復期／慢性期96床

2018年度末までの全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針の合意形成に向け、議論活性化、インセンティブ設定等を実施。

2019年度前半に、作成された具体的対応方針を詳細に検証し、着実な実施や地域医療構想実現のために必要な施策を講じる。

転換事例の分析や好事例の横展開により、着実に推進
【2018～】基準の導入により、

高度急性期・急性期の選択不可

【従前】

具体的対応方針：2025年の医療機能別の病床数の達成に
向けた医療機関ごとの対応方針

取組が遅れている都道府県の状況を把握し、
2018年度末までに全ての公立・公的医療
機関等で合意済みとなるよう取組を推進

2017年度

2年間程度で集中的な検討を促進

2016年度

418床
(▲154床）

572床

未開始 4%

議論継続中

49%
合意済

47%
議論継続中

72%

合意済 6%

未開始

22%

都道府県別の議論の状況

2018年６月より都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置

2018年６月より地域医療構想アドバイザーの任命
・地域医療構想調整会議に参加し、議論が活性化するよう参加者に助言

地域のビジョンをもとに
具体的な医療機関ごとのビジョンへ

具体的対応方針の実態に応じた推進策を更に充実

具体的対応方針の検証

PDCAサイクルの着実な実施

具体的対応方針の速やかな策定に向けた取組

高度急性期

急性期

慢性期

介護施設、

在宅医療等

具体的対応方針のと
りまとめに応じて、
基金を重点的に配分
病床のダウンサイジ
ングに向けた取組を
具体的に推進できる
よう、基金事業の対
象を拡大

（2017）

2019年度は、
更なる基金の重
点的配分を検討

（77名）

公立・公的医療機関等に関する議論の状況

全ての公立・公的医療機関等の
具体的対応方針の合意形成

（28都道府県設置済）

医師数

年間救急車
受入件数

48.4人
2,086件 4,104件（1.97倍）

60.8人（1.26倍）
（３病院計）

機能集約化により医師一人当たりの救急受入件数が増え、地域全体
の医療機能の強化、効率化が促進された

（病床ベース）

経済財政諮問会議（H30.11.20）
根本臨時議員提出資料

足下の病床機能
（2017年７月現在）

2025年の
病床必要量

計119.1万床計131.9万床
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１．医師少数区域等で勤務した医師を評価する制度の創設【医療法】
医師少数区域等における一定期間の勤務経験を通じた地域医療への知見を有する医師を厚生労働大臣が評価・認定す

る制度の創設や、当該認定を受けた医師を一定の病院の管理者として評価する仕組みの創設
２．都道府県における医師確保対策の実施体制の強化【医療法】

都道府県においてPDCAサイクルに基づく実効的な医師確保対策を進めるための「医師確保計画」の策定、都道府県と

大学、医師会等が必ず連携すること等を目的とした「地域医療対策協議会」の機能強化、効果的な医師の配置調整等の
ための地域医療支援事務の見直し 等

３．医師養成過程を通じた医師確保対策の充実【医師法、医療法】
医師確保計画との整合性の確保の観点から医師養成過程を次のとおり見直し、各過程における医師確保対策を充実
・医学部：都道府県知事から大学に対する地域枠・地元出身入学者枠の設定・拡充の要請権限の創設
・臨床研修：臨床研修病院の指定、研修医の募集定員の設定権限の国から都道府県への移譲
・専門研修：国から日本専門医機構等に対し、必要な研修機会を確保するよう要請する権限の創設

都道府県の意見を聴いた上で、国から日本専門医機構等に対し、地域医療の観点から必要な措置の実施
を意見する仕組みの創設 等

４．地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応【医療法】
外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化するため、二次医療圏を基本とする区域ごとに外来医療関係者による協
議の場を設け、夜間救急体制の連携構築など地域における外来医療機関間の機能分化・連携の方針と併せて協議・公表
する仕組みの創設

５．その他【医療法等】
・地域医療構想の達成を図るための、医療機関の開設や増床に係る都道府県知事の権限の追加

・健康保険法等について所要の規定の整備 等

医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年法律第79号）の概要

地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、都道府県の医療計画における医師の確保に関
する事項の策定、臨床研修病院の指定権限及び研修医定員の決定権限の都道府県への移譲等の措置を講ずる。

改正の趣旨

2019年４月１日。（ただし、２のうち地域医療対策協議会及び地域医療支援事務に係る事項、３のうち専門研修に係る事項並びに
５の事項は公布日、１の事項及び３のうち臨床研修に係る事項は2020年４月１日から施行。）

施行期日

改正の概要
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施行日 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

主要事項のスケジュール

医療提供体制
・地域医療構想
・第７次医療計画

三師調査結果公表

主な改正内容

新たな医師の認定制度の
創設

H32.4.1施行

医師確保計画の策定 H31.4.1施行

地域医療対策協議会の役
割の明確化等

公布日施行

地域医療支援事務の追加 公布日施行

外来医療機能の可視化／
協議会における方針策定

H31.4.1施行

都道府県知事から大学に
対する地域枠／地元枠増
加の要請

H31.4.1施行

都道府県への臨床研修病
院指定権限付与

H32.4.1施行

国から専門医機構等に対
する医師の研修機会確保
に係る要請／国・都道府
県に対する専門研修に係
る事前協議

公布日施行

新規開設等の許可申請に
対する知事権限の追加

公布日施行

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行スケジュール
公布

第７次医療計画

H31.12公表
（H30年調査）

H33.12公表
（H32年調査）

H35.12公表
（H34年調査）

H37.12公表
（H36年調査）

第８次医療計画

H36.4.1（改正法の施行
日から５年後）を目途
に検討を加える

骨太の方針2017に基づく
見直し時期（※）

※経済・財政再生計画改革工程表 2017改定版（抄） 都道府県の体制・権限の在り方について、地域医療構想調整会議の議論の進捗、2014年の法律改正
で新たに設けた権限の行使状況等を勘案した上で、関係審議会等において検討し、結論。検討の結果に基づいて2020年央までに必要な措置を講ずる。

医師確保について協議する場

医師確保計画に基づく医師偏在対策の実施

事務の追加

医師確保計画
策定作業

地域枠／地元枠の要請の開始

要請／事前協議の開始

指標
策定

計画策定作業 計画に基づく取組の実施

新制度に基づく臨床研修病院・募集定員の指定

認定制度の開始

新たな知事権限の運用開始

医療従事者の需給に関する検討会
第23回 医師需給分科会（H30.10.24）
資料１（抜粋・一部改変）
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臨床研修を修了した地域枠医師数の見込み

○ 平成20年度以降の医学部の臨時定員増等による地域枠での入学者が順次卒業し、臨床研修を
終え、地域医療に従事し始めている。
○ 今後、こうした地域枠医師が順次臨床研修を終え、地域医療に従事する医師が増加することに
伴い、地域医療支援センターの派遣調整の対象となる医師の増加が見込まれる。

臨床研修を修了した地域枠医師数の見込み

今後、地域医療に従事する医師が順次増加
※ 地域枠（地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、奨学金の有無を問わない。）の人数

については、文部科学省医学教育課調べ。
全体の数には様々な条件による地域枠の医師数が含まれているが、ここでは一律に、卒業後９年目まで地域医療に従事する義務があ

ると仮定し、義務年限終了以後は累積人数から除外して、単純に累積医師数を見込んだ。また、留年・中途離脱等は考慮していない。

（人）
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H24入学（1309人） 

H23入学（1257人） 

H22入学（1141人） 
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H20入学（403人） 
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○ 現在の医学部定員数が維持された場合、平成37年（2025年）頃人口10万人対医師
数がOECD加重平均(290)に達する見込み（2016 OECD statistics）。

人口10万対医師数の年次推移（将来推計）

(万人) (人)

昭和 平成

※ 2018年（平成30年）以降は、平成14年～平成24年の三師調査及び医籍登録データによる登録後年数別の生残率に基づき、全国医学部定員
が平成29年度と同程度を維持する等の仮定をおいて、平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査による医師数を発射台として将来の医師数を推計

※ 将来人口については、日本の将来推計人口（平成29年推計）(国立社会保障・人口問題研究所)
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医師需給は、労働時間を週60時間程度に制限する等の仮定をおく需要ケース２において、平成32年度(2020
年度)医学部入学者が臨床研修を修了すると想定される2028年（平成40年）頃に、労働時間を週55時間程度に
制限する等の仮定をおく需要ケース１において、2033年（平成45年）頃に均衡すると推計される。

供給推計 今後の医学部定員を平成30年度(2018年度)の9,419人として推計

需要推計 ケース１、ケース２、ケース３について推計※

※ 労働時間、業務の効率化、受療率等について幅を持って推計（別紙）

※※ 勤務時間を考慮して、全体の平均勤務時間と性年齢階級別の勤務時間の比を仕事率とした

2033年頃に約36万人で均衡

医師の需給推計について（案）

2028年頃に約35万人で均衡

供給推計

需要ケース１

需要ケース２

需要ケース３

１２

医療従事者の需給に関する検討会
第１９回 医師需給分科会（H30.4.12）資料１



臨床に従事する医師の需要推計において勘案する事項

考え方 ケース１ ケース２ ケース３

①労働時間上
限制限の見
込み方

「医師の働き方改革に関する検討会」の「中間的
な論点整理」における意見等における具体的な労
働時間上限制限の時間数等が、仮に規制として
適用された仮定を行う

週55時間制限 週60時間制限 週80時間制限

②労働時間の
適正化の見
込み方

AI・ICT、IoT等を活用した効率化、医師から他の
職種へのタスク・シフティング等について複数の
ケースについて仮定を行う

2016年～2040年
で７％の業務削
減を見込む※

ケース１の達成
を2.5年程度
（10％）前倒し

ケース１の達成
を5年程度
（20％）前倒し

③精神病床の
入院需要の
年次推移

「患者調査」や「社会医療診療行為別調査」に基
づき、近年の受療動向の推移（変化率）を踏まえ
て推計

近年の入院受療率の推移（変化率）の幅を、
０．９～１．１倍にして延伸
（ケース２は、１．０倍）

④外来需要の
年次推移

「患者調査」や「社会医療診療行為別調査」に基
づき、近年の受療動向の推移（変化率）を踏まえ
て推計

近年の外来受療率の推移（（変化率）の幅を
０．９～１．１倍にして延伸
（ケース２は、１．０倍）

○ 次の項目について幅を持って推計を行った。

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果等を
踏まえ、医師の業務の７％が、タスク・シフティング等によって削減されるものと仮定 １３



患者・国民が安心して必要な医療を受ける観点からは、現在検討が行われて
いる医師の働き方改革や、地域における医師確保対策といった医療提供者
側の取組だけでなく、患者やその家族である国民の医療のかかり方に関する
理解が欠かせない。

受診の必要性や医療機関の選択など上手に医療にかかることができれば、
患者・国民にとっても、必要なときに適切な医療機関にかかることができ、また、
時間外・土日の受診や大病院への患者集中による混雑などの緩和にもつな
がるものである。その結果として、医療提供者側の過度な負担が緩和され、医
療の質・安全確保の点からの効果が期待される。

また、企業や保険者にとっても、治療と仕事の両立にも資するものであり、患
者が必要としない受診の減少にもつながることから、幅広い関係者の共通理
解や協力が求められるものであり、各関係者の役割なども整理しながら取組
を進めていく必要がある。

上手な医療のかかり方を広めるための懇談会について

１．趣旨・検討事項

阿真 京子 「一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会」代表理事
岩永 直子 BuzzFeed Japan News Editor（Medical担当）
城守 国斗 公益社団法人日本医師会常任理事
小室 淑恵 株式会社ワーク・ライフバランス 代表取締役社長
佐藤 尚之 株式会社ツナグ代表取締役
◎渋谷 健司 東京大学大学院医学系研究科国際保健政策学教室教授
鈴木 美穂 認定NPO法人マギーズ東京 共同代表理事
デーモン閣下 アーティスト
豊田 郁子 患者・家族と医療をつなぐ特定非営利活動法人架け橋理事長
裵 英洙 ハイズ株式会社 代表取締役社長
村木 厚子 津田塾大学客員教授
吉田 昌史 延岡市健康福祉部地域医療対策室総括主任

＜検討事項＞
（１）医療のかかり方に関する情報の収集・整理、各分

野の取組の見える化など周知すべきコンテンツ
の整理（例：「医療のかかり方ホームページ」を特
設）

（２）わかりやすいリーフレットの作成（上手な医療のか
かり方の重要性とコンテンツへのアクセス方法を
コンパクトにまとめて広める）

（３）効果的な広報の在り方（対象のセグメンテーション
と、属性に応じたメッセージや広報ツール・手法
の選択）

（４）厚生労働省の取組と各分野の団体の取組の整理・
連携の在り方

（５）その他

※五十音順、◎座長２．構成員 ３．開催経過

第１回（平成30年10月５日）
第２回（平成30年10月22日）
第３回（平成30年11月12日）
第４回（平成30年12月6日）
第５回（平成30年12月17日）
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日時等 主な議事
第１回
（平成30年10月５日）

１．医療のかかり方に関する現状について
２．医療のかかり方の周知に関する取組について（ヒアリング）
（１）民間団体の取組 阿真構成員
（２）宮崎県延岡市の取組 吉田構成員
３．自由討議

第２回
（平成30年10月22日）

１．前回の議論の整理
２．チーム医療の推進について

裵構成員からヒアリング
３．勤務医の状況

赤星参考人（勤務医）からヒアリング
４．自由討議

第３回
（平成30年11月12日）

１．ヒアリング
（１）チュージング・ワイズリー～医療の賢い選択～

群星沖縄臨床研修センター総合診療医 徳田参考人
（２）日本の医療の良さを知ったうえで今後も持続させるために

公益社団法人日本医師会副会長
今村参考人

（３）健康保険組合が取り組む広報活動について
健康保険組合連合会常務理事
河本参考人

２．これまでの議論の整理
３．自由討議

第４回
（平成30年12月５日）

１．これまでの議論の整理
２．上手に医療にかかるための５つのポイント

第５回
（平成30年12月17日）

１．「いのちをまもり、医療をまもる」国民プロジェクト宣言！

上手な医療のかかり方を広めるための懇談会における議論の経過
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第５回上手な医療のかかり方を広める
ための懇談会 （H30.12.17）資料２
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医療のかかり方普及促進事業

【課題】

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえ、「医師の働き方改革に関する検
討会」において、平成31年3月までに結論を得るべく医師の労働時間短縮・勤務環境改善策等について議論されて
いる。同検討会の「中間的な論点整理」（平成30年2月27日）において、医師の勤務負担軽減・労働時間短縮に向け
ては、医療提供者側の取組だけでなく、患者やその家族である国民の理解が欠かせないため、医療機関へのかか
り方を含めた国民の理解を得るための周知の取組を関係者が一体となって推進する必要があるとされている。

（事業内容）

・国民（患者）の医療機関へのかかり方に関する意識と行動の変革及び医療機関の負担軽減に向けた具体的な取組を推進するための
国民運動の展開
・適切な医療のかかり方について国民が理解しやすいように、分かりやすく情報を整理したウェブサイトの構築、啓発資料の作成
・多様な取組主体が参画し、国民運動を広く展開していくためのイベント開催等の実施

厚生労働大臣表彰

ポスター等啓発資料の提供

医療関係者、企業、行政等が参画する国民運動の展開

イベント開催
・適切な医療のかかり方についての周知啓発

・関係機関・団体等による適切な医療のかかり方を広める取
組事例の展開

・医療機関における勤務環境改善等の取組事例の展開

ウェブサイトの構築

※広告代理店等に業務委託

平成３１年度予算案
２１７，３７７千円（０千円）
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働き方・休み方の改善に関する好事例
事例１:職員の離職防止と新たな職員確保のための包括的施策に関する取組 【市立大津市民病院】

取組前の状況 取組内容と成功のポイント 取組の効果

• 地方独立行政法人（滋賀県大津市）

• 急性期病院

• 病床数439床 （一般病床431床、感染症病床8床）

• 職員数842名 （医師127名、看護師440名、医療技術職127名、事務職111名）

• 当院では質の高い救急医療を提

供していくにあたって、優秀な医

師が集まる病院にしていく必要が

あると考えていた。そのために

は、職員の離職を防止しつつ、新

たな職員の確保及び健康を守

り、全ての職員が働きやすい職

場にすることが必要であろうと考

えていた

• 医師の労働時間について適切に

管理に出来ていないケースがあ

り、長時間時間外労働が発生す

るケースがあった

• 上記を踏まえ、医師の労働時間

管理、および女性医師、若手医

師等それぞれの医師が働きた

い、選ばれる職場にしていくため

の取組を行うこととした

【主な取組内容】

• 医師の労働時間管理・研修医のシフト制導入、出産・育児支
援等、包括的な取組による職員の離職防止・確保

【運用面での工夫／特徴】

• 施策実現や制度浸透に向けたマネジメント層のリーダーシッ
プ：

各科医師に対する労働時間管理の働きかけ：労働時間管理に
否定的な医師もいると考えられたが、病院長主導で時間外労働
抑制の重要性を各科医師に働きかけ、労働時間管理を開始した

研修医のシフト制を実現させた各科への働きかけ：臨床研修セ
ンター長が各科の責任者、一人ひとりに研修医の健康を守るこ
との重要性を訴え続け、シフト制導入の了承を得た

各科責任者の自主的な制度の周知：各科責任者が自ら事務局
に制度内容を聞き、自部署の部下に制度を紹介している。責任
者の働きかけにより育児短時間勤務制度を利用した職員もいる

• 職員の離職防止・確保のための包括的な取組：
情報開示等を通した医師の労働時間管理の徹底：医師の離職
が考えられる中、医師の健康を守るため、診療科会議で医師の
時間外労働の実態を定期的に開示した。更に、時間外労働の定
義の厳格化、在院日数の適正化を行い、時間外労働を抑制した

シフト制等による研修医の職場環境改善：土日・祝日の副直業
務は日勤の勤務時間を超えることもあり負担が大きいため、副
直業務を行った場合、平日を週休日にするシフト制を導入した

制度周知のための工夫：出産・育児に関する冊子を作る等、制
度を周知したことで、制度の利用者が増加した

• 医師一人あたりの時間外労働を15％程度
削減でき、月平均時間外労働を常勤医

32時間、専攻医35時間まで削減するこ
とができた

• シフト制導入により研修医が休養に充てる

時間を作り出すことができた。また、研修

医の勤務環境改善に取組んでいることか

ら後期研修医の人数も倍増した

• 制度を利用することで、柔軟に働き方を選

択できるため、出産後も継続的に勤務す

る職員が多い

職員の声

“女性医師の上司や事務の方が協力し

てくれて、ここで働いていて良かった”

“シフト制導入により休日が増加し、休

養や、個人で勉強する等、時間を有効

に使用している”

“個人のWLBに合わせたシフトを組むこ
とができ、非常に助かっている。上司や

周りの職員も制度の利用を受入れてく

れるため、いつかは病院のために恩返

ししたいと思っている”

厚生労働省委託事業「平成30年度 医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究」により収集２４



働き方・休み方の改善に関する好事例
事例２: スマートデバイスを活用した働き方の改善に関する取組 【HITO病院】

取組前の状況 取組内容と成功のポイント 取組の効果

• 社会医療法人（愛媛県四国中央市）
• 急性期病院
• 病床数257床（急性期一般124床、HCU17床、地域包括ケア病棟53床、緩和ケア病棟13床、回復期リハビリテーション
病棟50床）

• 職員数526名 （医師32名、看護師215名、医療技術職114名、事務職等165名）

• 人口減少や少子化・高齢化が進

展し働き手が減少する中、医療

の質を常に向上させるためには

業務の効率化が必須である。平

成29年1月、「未来創出HITOプ
ロジェクト」を始動し、iPhone等の
スマートデバイスの活用を決めた

• 多職種が密接にコミュニケーショ

ンできる環境を理想と考えていた

が、当時はPHS、メール、ミーティ
ングが主で、リアルタイムで記録

にも残る形で多職種が同時に情

報共有するにはいずれの方法に

も欠点があった。そこで、 iPhone
への移行を機に業務用SNSの構
築に取組むこととした

• また、業務量調査において、リハ

ビリスタッフがカルテ記載に時間

を取られていることが分かった。

PC＋マイクによる音声入力シス
テムでは医療スタッフには浸透し

ないため、iPhone移行のタイミン
グに合わせて、PC不要でiPhone
からの音声入力が可能なシステ

ムを検討することとした

【主な取組内容】

• iPhone導入／活用による、①音声入力を用いたカルテ業務の
効率化、②業務用SNS等を用いた情報共有による業務の質向
上：①カルテ入力（PC端末までの移動とPCの空き待ち）が時間外
労働に影響を及ぼしていたため、スタッフが音声入力し代行入力

者が仮登録する運用を構築、②リアルタイムに受発信するSNSを
構築し、動画を含む情報共有（注意事項・申し送り等）や研修コン

テンツ配信等を実現

【運用面での工夫／特徴】

• 病院長、経営陣のコミットメントとメッセージ：コスト回収は難しい
可能性があると考えたが、病院長が長期的視点で導入を決めた

音声入力は予め頭の中で内容を整理する必要があるため慣れる

まで難しいが「患者説明の訓練になる」と病院長が話をしたりして、

動機づけをはかった

• スモールスケールからの導入：リハビリ科の1人がテストを行い、
次いで2～3人に拡大し、次に科全体に拡大することで、全体に拡
大するときには、導入時の課題を整理した形で導入できたので、

比較的スムーズに導入できた

• 産病連携：当初ない製品につき、実現に向けてテスト段階から
メーカーと協業し、且つ院内でも運用を都度改善した

• 職員指導：音声入力が苦手な職員に対しリーダースタッフが個別
指導等を行い、積極的に活用に向けて取組んだ

• 費用対効果の測定と評価：投資面の効果を定量的に評価するた
め実地効果測定を行い将来的展開の示唆とした

• 患者1回あたりカルテ入力は2分54秒
⇒55.3秒に、リハビリ科全体の1日当た
り入力時間は16時間⇒5時間に短縮
（職員1人平均18分短縮）した。職員1人
1日当たりリハビリ数は17.6単位⇒18.2
単位に増加し、科全体の残業は70時
間⇒30時間に減少した

• 業務SNSの活用により会議や情報共有
がストレスなくできるようになった

• 院内全体として勤務環境をよくするため

に新しい優れた手法を積極的に取り

入れようとする風土ができた

リハビリテーションスタッフの声

“リアルタイムに情報を受信できるし、記

録として残るので、休み明け等にも情報

を滞りなく確認できる。PHSへの頻回な
連絡のため手を止めることもなくなった”

“キーボードより早いし、PCの待ち時間
もなく、移動時間も入力でき、リハビリに

介入できる時間が増えた”

厚生労働省委託事業「平成30年度 医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究」により収集２５



働き方・休み方の改善に関する好事例
事例３:主治医チーム制とシフト制の実現に向けた女性小児科医師サポートの取組 【福岡大学筑紫病院】

取組前の状況 取組内容と成功のポイント 取組の効果

• 学校法人（福岡県筑紫野市）

• 高度急性期病院

• 病床数310床 （一般病床308床、感染症病床2床）

• 職員数999名 （医師147名、看護師372名、医療技術職123名、事務職等357名）

• 平成19年当時、当院小児科に派
遣される医師は「当直ができる」、

「女性の場合は独身者」が基本

で、当直免除は一人もいなかっ

た

• 日本小児科学会が「小児医療提

供体制の改革」を進める中、当院

は地域小児科センターを目指す

こととした。地域小児科センター

になるためには、夜間勤務の翌

日の勤務に配慮するといった小

児科医師の過重労働への配慮

が要件となっていた

• こうした内容を実現するには、当

時7人体制（うち女性1人）であっ
た小児科医師を10～12人へ増
員し、「主治医チーム制」や「シフ

ト制」を取り入れる必要があった

• 結果として、当直ができる小児科

医師だけを集めていては人員体

制を構築することができないた

め、当直免除等の女性小児科医

師が勤務しやすい環境の構築を

図ることとなった

【主な取組内容】

• 「私達の主治医から私の主治医達への転換」を合言葉に、
勤務しやすい環境作りに向けた工夫

【運用面での工夫／特徴】

• 「お互い様」・「自分でなくても回る」をコンセプトに職場文
化を変革：当院小児科教授に当直を免除された経験のあ

る女性小児科医師が他院から当院に赴任した際、周りの職

員が当直しなくて良いよう頑張って勤務してくれたことで、

「お互い様」の意識が醸成された

また、小児科教授は「君じゃなくても診療は回るのだよ」と常

に医師に対して話していることや、みんなが納得できるよう

時にオーバーで明るい演出や例え話も交えてコミュニケー

ションを図り、職場文化を変革している

• 包括的な取組を通じた働きやすい環境整備：

入院と外来の業務分離：小児科は入院業務と外来業務

を分離しやすいため、外来業務は女性医師中心とした

主治医チーム制の採用：医長1人に対して、小児科専攻
医、初期研修医、学生のチームとしている。当直帯に患

者を入院させた医師が当該患者の主治医になることを

控え、連続勤務に配慮している

シフト制の採用（当直翌日の休暇取得）：当直にシフト制

を採用し、当直の翌日に休暇を取れる体制を構築した

• 小児科医師数が7人体制から11人体
制に増員し、主治医チーム制やシフト

制を実現できた

平成19年：男6人、女1人、計7人
（うち当直なしの女性0人）
平成26年：男4人、女7人、計11人
（うち当直なし2人、当直が月2回の
女性1人、産休1人）
平成30年：男8人、女性3人、計11人
（うち当直なし2人、産休0人）

小児科医師の声

“教授が様々な場でコミュニケーション

をとってくれているので不満は聞こえて

こない。当直翌日に休暇を取れるので

子どもの行事に参加できてありがたい”

“外来前日に当直が入ってしまった場

合、自分が患者宅に直接電話して予約

日の変更をお願いする等、工夫をして

いる”

厚生労働省委託事業「平成30年度 医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究」により収集２６



働きやすさ確保のための環境整備に関する好事例
事例４:管理職の意識改革を通した働きやすい組織風土の形成 【函館五稜郭病院】

取組前の状況 取組内容と成功のポイント 取組の効果

• 社会福祉法人（北海道函館市）

• 急性期病院

• 病床数480床

• 職員数1,004名 （医師110名、看護師510名、医療技術職154名、事務職等230名）

• 当院は480床の急性期病院で、
地域がん診療連携拠点病院であ

り、da VinciやPET／CTを導入
する等、地域の急性期医療の中

核を担っている

• 従来から医療従事者の勤務環境

に配慮し、残業時間は月平均10
時間程度だったが、医療従事者・

患者・経営それぞれにWIN-WIN
となる好循環を作るにはどのよう

な職場環境が望ましいのか、病

院組織として包括的に考えること

が必要だと判断した

• 結果、単に勤務時間の短縮や個

別の施策導入にとらわれるので

はなく、各職員の最も身近な上司

である管理職が、職員が働き甲

斐をもち良い仕事を行える環境

を作ることが重要と結論付けた

• 病院運営の鍵は管理職であり、

職場環境＝管理職の資質と言っ

てもよいと考え、働きやすい風土

形成のため、管理職教育を含め

た組織改革と各種施策の展開を

行った

【主な取組内容】

• 働きやすい職場風土を作るための、管理職の意識改革
をはじめとした包括的な施策展開

【運用面での工夫／特徴】

• 管理職の意識改革：管理職は職場環境に大きく影響し、勤
務環境改善は管理職や病院トップの意識を変えることと認

識し、意識改革の一環で上司評価シートの内容を刷新、自

由記述欄も設け、上司を２０項目において5段階評価し、結
果をフィードバックすることとした

• 包括的な取組を通じた働きやすい環境整備：
有給休暇取得の推進：部署別取得率の公表、休暇取得

しやすいかどうかを上司評価項目に反映、取得率目標

を労使協定で明示する等の工夫を行った

育児・介護との両立支援：院内24時間保育や育児介護
休業規程の周知、マタハラ防止規程の策定を実施済み

で、且つ短時間正社員制度も導入予定（Ｈ31年度）
医師・看護師の勤務負担軽減：医師事務作業補助者等

により負担軽減を図っている。どの職種であっても人員

増の際には患者数、検査数、加算による収入増等、採

用根拠を明確化し、黒字経営との両立を実現している

IT活用による業務効率化：DWHを活用し、栄養指導や
腎症検査の実施漏れを簡単に抽出できるようにした。ま

た電子カルテ画面を工夫し、退院調整のハイリスク患者

抽出や院内がん登録を二度手間なく行えるようにした

• 管理職の評価項目が明確になり一定
の行動変容が起きつつある（フォロー

教育については継続して検討中）

• 休暇促進・勤務負担軽減を図りつつも過

去10年で本業での赤字は1回のみ、医
師108名（うち研修医22名）、看護師離
職率8.2%、賞与6.45か月を死守して
いる

• IT活用により以下のような成果が出た
入院栄養指導件数：250件／⇒380件
糖尿病患者の腎症検査：30%⇒60%
退院調整患者数：400件⇒1,400件
院内がん登録：1,400件⇒1,700件

リハビリテーション科長の声

“上司評価により、自分も部下から評価

されていると気を引き締めている。上司

に求められるコンピテンシー要素が明確

となり、言動の改善が促されている”

“自分のことをきちんと見てくれているか

どうかという点は部下にとって非常に重

要なため、様々な管理職において、現場

への意識が高まっていくと思う”
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働き方・休み方の改善に関する好事例
事例5: 医師事務作業補助者の導入による医師の負担軽減に関する取組 【金沢脳神経外科病院】

取組前の状況

• 当院の地域は病床過密の傾向に

あるが、脳神経外科の救急から回

復期までを担うケアミックス病院と

いう位置付けで専門性に特化した

診療を行うことで他の医療機関と

の差別化要因となり、患者数は順

調に増加していた

• 一方で、患者数の増加と比例して

医師の業務量や負担も増していた

が、医師の確保は難しく医師不足

の状態が続いていた。そのため、

医師は定時内に患者の診察や手

術等を行い、患者記録の入力は時

間外に対応することが多く、医師を

疲弊させないためにも負担軽減を

図る必要があった

• こうした状況の中、平成20年度か
ら医師事務作業補助者が診療報

酬で評価されることになり、翌平成

21年度から院長秘書として採用し
た事務職員に医師事務作業補助

者として働いてもらうこととし、医師

の負担軽減に対する整備を開始し

た

取組内容と成功のポイント

【主な取組内容】

• 医師事務作業補助者の組織への定着と自律化の取組

【運用面での工夫／特徴】

• 医師事務作業補助者の効果的な活用を可能にするための工夫:
院長のリーダーシップを活用した業務範囲の整理：本来業務に

専念できる環境作りのため、看護師との業務整理では院長が話

し合いの場を設け、業務範囲の整理をサポートした

• 医師事務作業補助者導入効果を高めるための工夫：
医師事務作業補助者からの自主的な業務範囲拡大提案の受入

れ：医師事務作業補助者からの提案を受け入れる仕組とし自主

性を尊重した。一例として、医師の予定を考慮した効率的な手術

予定の作成を自主的に主導したことから、手術件数が増加した

充実した体制構築による医師事務作業補助業務の提供：子育て

等による急な休み等に備えるため、医師1名に対し2~3名配置と
しており、結果、安定した業務提供を可能にしている

• 医師事務作業補助者の育成における工夫：
職員が将来を描けるキャリアパスの設定：将来のキャリア形成が

イメージできるよう、在籍年数に応じた業務内容の設定、マネジメ

ント職・エキスパート職の2つの方向性からなるキャリアパスを策
定し、入職後の研修で伝えている

病院業務に慣れるための教育体制：異業種からの転職や新卒が

多いことから、患者との触れ合いを通して病院の仕事を理解して

もらうため、専門外来の予約業務から任せている

• 手術予定管理に加わり、医師の都合を

踏まえた予定表を組むことで、年間の

手術件数を約30件増加することができ
た

• カルテの入力は、医師のみの場合2分
28秒掛かっていたが、代行入力を始め
た結果、患者一人あたり1分（約25%）
短縮できた。そのため、午前中の外来

時間を平均45分短縮でき、医師が午後
の手術まで休憩する時間を確保できた

• 平成25年当初は2週間以内のサマリ完
成率が40%程度であったが、現在では
96%程度まで上昇している

取組の効果

医師事務作業補助者の声

“当初、何をすればよいか分からなかっ

たが、院長はじめ医師の期待に応える

ことや医師の労働負担を削減すること

に使命感をもって業務に取組んでいた“

“キャリアパスを設定したことで、職員が

どのようなキャリアを積むことができる

のか見通しを立て将来像をイメージでき

るようになった”

• 医療法人（石川県野々市市）

• 急性期病院

• 病床数220床（一般病床60床、療養病床160床）

• 職員数350名 （医師14名、看護師141名、医療技術職108名、事務職等40名）
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